


























































調査対象 市民団体 市民 市民
調査実施日 2021 年 1 月～2月 2021 年 1 月～2月 同左
調査方法 郵送法（配布・回収注1） Web 調査 同左（Google フォームを利用）
抽出方法 全数調査 全数調査 全数調査







配布数 333 140 160
回収数 213 117 40
有効回収数 213 117 40
（回答率） 63.9% 83.5% 25.0%
（3） 一般社団法人アイルゴーは，鎌ケ谷市を中心に子育て支援活動をしている団体・組織である。
―274―






































































NPO法人   9  4.2
任意団体 123 57.7
協会や実行委員会など   5  2.3
自治会 35 16.4
その他法人   5  2.3
その他 29 13.6
欠損値   7  3.3
会員数
5人以下 36 16.9
10 人以下 73 34.3
30 人以下 67 31.5
50 人以下 12  5.6
100 人未満   8  3.8
100 人以上   8  3.8
欠損値   9  4.2
構成員
（平均年齢）
10 代   5  2.3
20 代   2  0.9
30 代   3  1.4
40 代   8  3.8
50 代  13  6.1
60 代 175 82.2
欠損値   7  3.3
取材協力 有り 152 71.4
掲載許可 有り 151 70.9








































































































































n ％ n ％
年齢階層
20 代   2   1.7  2   5.0
30 代   9   7.7 17  42.5
40 代  38  32.5 19  47.5
50 代  20  17.1  2   5.0
60 代以上 48  41.0  0   0.0
合計 117 100.0 40 100.0
性別
男性 29  24.8  3   7.5
女性  87  74.4 37  92.5
欠損値   1   0.9  0   0.0
合計 117 100.0 40 100.0
同居有無
一人暮らし 13  11.1 0.0   0.0
家族，または同居人 104  88.9 40 100.0
















































































































































































　 全体 自治会 任意団体
　 n ％ n ％ n ％
1　今年度は全く交流できていない 110  51.6 24  68.6  62  50.4
2　対面の機会を作っている 66  31.0  7  20.0  40  32.5
3　オンラインを利用して機会を作っている   7   3.3  1   2.9   3   2.4
4　その他 12   5.6  2   5.7   7   5.7
欠損値 18   8.5  1   2.9  11   8.9
合計 213 100.0 35 100.0 123 100.0
出所）筆者作成
―282―





































































































































い。全体が 3.8％，自治会が 5.7％，任意団体が 1.6％となっている。また，「資金繰り・助


























































































千葉商大論叢　第 59 巻　第 2号（2021 年 11 月）
　図 9によれば，「（1）協力が得られなかった」ことに対し，全体は 22.5％，任意団体は
18.7％が回答しているのに対し，自治会が 31.4％と多い。また，「（2）コミュニティの希




























































































































































































































































































































































































































① １０代 ② ２０代 ③ ３０代 ④ ４０代









































□ 科学技術の振興 □ 経済活動の活性化 □
職業能力開発・雇
用機会拡充の支援






















千葉商大論叢　第 59 巻　第 2号（2021 年 11 月）
３． 新型コロナウイルスの影響による団体運営の変化についての度合いをお聞きします。あてはまる選択
肢を一つ選んでお答えください（○を一つ）。
① 停止している ② やや停滞している ③ 変わらない
④ やや活性化している ⑤ 活性化している
４． 新型コロナウイルスの影響による、あなたの気持ちの変化についてお聞きします。あてはまる選択肢を
一つ選んでお答えください（○を一つ）。
① より不安を感じるようになった ② 変わらない ③より前向きな気持ちになった
５． 新型コロナウイルスの活動への影響についてお聞きします（あてはまる選択肢に○を複数）
① 会議やイベント等の活動を延期・中止した。 ② 会議を書面決議にした
③ 活動の利用者が減った ④ 新規会員の加入・入会や活動の利用を断ることになった
⑤ 会員が活動できなくなった ⑥ 活動や運営のオンライン化が進んだ ⑦ その他( )
５．で、会議やイベント等の活動を延期・中止した、と答えた方に理由を伺います。（○を複数）
① 場所が借りられない ② コロナ対策を十分にできない ③ 会員等の感染リスク防止

































① やり方がわからない ② 環境・機材が整っていない ③ 会員の賛同が少ない




① やり方を知っている ② 環境・機材が整っている ③ 会員の賛同があった
④ 教えてくれる人がいる ⑤ 自分はできないが、会員にできる人がいる
⑥ その他
オ ン ラ イ ン ･ ･ ･ Z O O M 等 を 利 用 し た 会 議 や













① 会議を円滑に進めるサポート ② 資金繰り、助成金について相談サポート
③ 新たな企画のアイデアや、実現に向けての相談サポート
④ 団体運営やイベント開催の伴走的サポート ⑤ オンライン活用のサポート






















1 2 3 4 5
② 地域コミュニティの希薄化がますます進んだと思う。 1 2 3 4 5
③
自粛中、住民から自組織の活動（感染防止や外出行動）を監視
されていたと感じる。 1 2 3 4 5
④
自粛中に行った自分たちの活動の中には、地域に住む身の回り




の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑥
災害時などの緊急時に助け合うことができるので、活動の必要
性を感じる。 1 2 3 4 5
⑦
子どもや高齢者の問題などを地域で解決していくことが出来
るので、活動の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑧
地域の文化や行事（お祭りなど）を伝えることができるので、活
動の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑨ 地域の情報が得られるので活動の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑩
行政では提供できないような地域サービスを提供しているの
で活動の必要性を感じている。 1 2 3 4 5
⑪
コロナ禍では、組織を運営することが難しく、活動の継続に危
機感を感じている。 1 2 3 4 5
【地域/活動メンバーについて】
⑫ 多くの場合、近隣の人は他人の役に立とうとすると思う。 1 2 3 4 5
⑬ 様々な世代（年齢差が 20 歳以上）が活動に参加している。 1 2 3 4 5
⑭ 活動の役員をやってくれそうなメンバーが固定化している。 1 2 3 4 5
⑮ 組織運営・役割分担が上手くいっていないと思う。 １ ２ ３ ４ ５







千葉商大論叢　第 59 巻　第 2号（2021 年 11 月）
〔抄　録〕
　地域社会は現在，自治会の加入率の減少，単身世帯の増加，そして住民の共助意識の低
下という問題を抱えている。そして，自治体は行政資源の低下と財源不足に悩まされてお
り，コロナ禍という危機は縮退する地域社会の問題をより顕在化させたといえる。
　コロナウイルスの感染拡大の脅威によって，人々の不安と不信が蔓延する現在，放って
おくと衰退してしまいかねない地域社会の《連帯》と《共助》は如何にして回復すること
ができるのであろうか。
　本研究はそうした問題意識を踏まえ，2020 年に実施した「千葉県鎌ケ谷市新型コロナ
ウイルス感染症に関する影響調査」結果を考察した研究ノートである。それによれば，地
域社会を担う団体活動を支援するには，「オンライン技術の導入」方法と「会員間のつな
がりづくり」の確保に取り組む必要がある。また，若年層と高年層の活動再開に対する認
識のずれやオンライン技術の活用スキルの差を埋める方法も必要であろう。新型コロナ
ウイルス感染症が及ぼす地域社会への悪影響を取り除くためにも，市民，団体・組織，市
の間を紡ぐ協働のしくみづくりが地域社会には欠かせない。
―297―
戸川和成：コロナ禍では市民活動をどのように支援できるのか
